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1. は じ め に 。。

日本企業をとりまくマーケティング環境は今後，今以上に国際化してゆく

であろう。これまでのところ，日本企業は世界市場において多くの成果をあ

げてきた。自動車や家庭電気製品にみられるように，日本製品は世界で受け

入れられ外国製品を押しのけてきた。しかしながら，これからも同様の状況

が続ぐとはだれも思っていないことも事実である。すでに海外への輸出を中

核とする戦略は有効ではなくなりつつあり，現地での生産体制も本格的に整

えられるようになっている。また，日本め国内市場にも，市場開放を求めて

外国製品がより多く入ってくるにつれ，一層の国際化の進展が観察される。

かような状況にあって，日本企業がマーケティン グ戦略を策定する際どの

よ うな新しい問題，あるいは解決しなければならなしヽ課題があるのかを示す



128

のが本稿のテーマである。

マーケテA ング戦略といったときその範囲は4P を考えるが，本稿では4P

すべてではなくプT・-モーション，とりわけ広告・コミュニケーション活動に

焦点を合わせる。その理由は， 日本企業のマーケティング行動は4P を同列

に置いてはいないという認識による。

本稿ではまず，日本企業が世界市場で成功してきたのは，そのマーケティ

ングカによるのではないことが指摘される。そして経営者ぱ今後マーケティ

ングカを強化しなければならないと考えていることも述べられる。

次いで日本企業の競争戦略の特徴を探るため，日本市場の特徴を在日外国

企業のマーケティy ダ行動からみる。ここではマーケティング・チャネル・

システム構築における障壁の高さが明らかにされる。また広告代理店の機能

が限定されていることからプル戦略の採用にも障壁があることが示される。

これらから日本企業のマーケティング行動はプッシュ戦略をベースにおい

ていることが述べられる。このよう廠特徴をもつ日本企業の広告・コミュニ

ケーション戦略が海外市場でそのまま適用されるとしたら問題を生じること

になろう。その。ために，競争戦略の再構成やマーケティング行動の変更が必

要である。広告・コミュニケーション戦略を競争戦略に組み入れること，及

び広告・コミュニケーション戦略の標準化を図ることが指摘される。

2. 日本企業の強さ2-1

日本的経営論にみる日本企業の強さ1970

年すぎから大きなブームとなった日本的経営研究は，ここ数年やや落

着きをみせるようになってきた。そこでの議論の焦点は，日本的経営とは何

を指すか，そしてそれを海外に移転させることは可能かというところにあっ

た。もちろんこれらの議論の過程でいわれてきた日本的経営の特徴が，本当

に日本独特のものであるかどうかもさまざまなレベルで吟味されている。

本稿の目的からは，日本的経営論における経過や論争点を明らかにするこ

とではなく，広告・コミュニケーションといった企業のマーケティング行動

がどのように扱われてきたのかに関心を向けよう○ ’

よく知られているように日本的経営論において，日本的経営の特徴として

は次の3 点があげられてきた。
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これらはいわゆる「三種の神器」として常に日本的経営論の中心的論点で1)

あり，それらの特殊性の可否をめぐり論争が繰り返されてきた。

日本的経営研究がすすむにっれ「三種の神器」からより具体的な日本企業

の経営に目が向けられるようになった。日本企業と欧米企業との間に差がつ

くようになった原因は何か，とい う問題である。ここでのファイソディンダ

は，日本企業の生産システムに品質維持の要因を求めつつも，その生産シス

メテムのハード面ではなく運用とい うソフト面に日本的特徴があるというも2)

のであろう。ここに至って，生産現場におけるコミュニケー-yョンがクロー

ズ・アップされるようになった。し かしながら，マーケティング行動として

のコミュニケーションとは次元のことなるものであったことも否定できない。

生産システムの運用という特徴は，い うまでもなく生産された製品の品質

上の優良さと低価格に結びつく。つまりここでは，品質の優良さと相対的低

二Zスト，低価格（売価）が問題とされていた。

日本的経営研究においては，研究の対象が「経営」ないし「経営管理」と

いうどちらかといえば企業内のことにあったこともあるが，マーケティング

行動はほとんど考察の対象とはなってこなかった。言葉を換えれば，マーケ

ティング行動を除外しても日本企業の強さを語ることができたともいえる。

2-2 競争力の規定要因

ではマーケティング行動も含めて，日本企業め強さを考えるときどのよう

な分析フレームに依ればよいであろうか。この場合，日本企業に限らず製造

企業一般を考えるほうがよい。海外市場での戦略をも対象にしうるからであ

る6 また議論を単純にするために，消費財メーカーを念頭におくことにしよ

う。

企業の強さとは，換言すれば競争力七ある。丁般的にいえば，メーカーO

競争力は製品の競争力として具体的に市場に現われる。より現実的にのべる

ならば，当該製品に盛り込まれている機能・品質・価格・販売促進努力・イ

メ¬ジ・チャネルなどの形になって現われている。これらの諸側面でライバ
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ル 企 業 の 製 品 に ど れ だ け 優 位 を 占 め る こ と が で き る か が ， そ の 企 業 の 競 争 力

一 強 さ と い う こ と が で き る 。

企 業 の 競 争 力 を 規 定 す る 要 囚 を こ の よ う な 個 々 の 製 品 レ ベ ル に 下 ろ し て み3

）

だ と き ， そ れ ら は 次 の3 つ に 集 約 す る こ と が で き る 。

寥 ） 開 発 技 術 力

回 製 造 技 術 力0

マ ー ケ テ ィ ン グ 力

（イ）の 開 発 技 術 力 と は ， 製 品 を 生 み 出 す も と と な る さ ま ざ ま な ア イ デ
ィ ア ，

原 理 ， 創 造 力 な ど で あ る6 い わ ば ， 製 品 を 開 発 す る う え で も
っ と も 基 本 と な

る 出 発 点 で あ る 。 こ れ ら が な け れ ば 新 製 品 は 誕 生 し て こ な い 。 多 く は 科 学 ・

技 術 的 な 発 明 ・ 発 見 ・ 改 良 で あ り ， 研 究 室 で の 基 礎 研 究 の 所 産 で あ る 。

い か に す ぐ れ た 原 理 や ア イ デ ィ ア を も っ て い た と し て も ， そ れ だ け で は 製

品 に は な ら な い 。 そ れ ら の ア イ デ
ィ ア ， 原 理 ， 発 明 ， 発 見 を 具 体 的 な 製 品 に

仕 立 て 上 げ る 技 術 が 必 要 で あ る 。 ㈱ 製 造 技 術 力 と は ， そ の よ う な 技 術 を さ す
。

さ ら に 出 来 上 っ た モ ノ と し て の 製 品 は ， 今 日 の よ う な 世 界 に お い て は そ の

ま ま で 何 も し な け れ ば ， 売 れ な い 。 も っ と も き わ め て 小 規 模 な 数 量 で あ る な

ら 売 れ る こ と も あ ろ う 。 事 実 「良 い 商 品 な ら 自 然 に 売 れ る
」 と い う 職 人 気 質4

）
が ヨ ー ロ ッ パ に は 残 っ て い る と い わ れ る 。 し か し な が ら 生 業 的 規 模 で の 事 業

で な い 限 り ， そ れ で は 競 争 に 敗 れ て し ま う こ と に な る 。 そ の 製 品 を 欲 し い と

思 う 顧 客 と 製 品 と が 出 会 わ な け れ ば な ら な い 。 出 会 い の 機 会 を つ く る た め に

は ， 見 込 客 に そ の 製 品 の 存 在 を 知 ら せ 価 値 を 認 め て も ら わ ね ば な ら な い 。 ま

た 同 時 に 見 込 客 に は あ る 程 度 の 広 が り を も た せ ね ば な ら な い 。 そ う で な い と

そ の 製 品 の 市 場 は ご く 限 ら れ た 小 さ な ま ま で 終 っ て し ま う こ と に な る 。 ㈲ マ

㎜jr 。 ¶f ・ －

－ ケ テ ィ ン グ カ と は こ の よ う な 製 品 を 市 場 に 浸 透 さ せ る 力 を ， 総 合 し た も の

で あ る 。y

こ れ ら の3 つ の 力 が 互 い に 有 機 的 に 結 び つ く こ と に よ
っ て 初 め て 製 品 は 市

場 で 売 れ る の で あ り ， 競 争 力 を 発 揮 で き る こ と に な る 。 そ し て 競 争 力 と は こ

れ ら3 つ を 合 計 し た 総 合 力 で 決 ま る の で は な く ，3 つ の う ち も っ と も 低 い 要

因 に よ っ て 規 定 さ れ て し ま う こ と に 注 意 し な け れ ば な ら な い
。

こ の 分 析 ラ レ ー ム に も と づ き 日 本 企 業 の 強 さ を 考 え て み る,と
， ど の よ う に

な る だ ろ う か 。 こ の 分 析 フヤ ー ム に は 々 － ケ テ
ィ ン ダ も 含 ま れ る か ら,j 広 告
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・ コミュニケーション戦略の位置づげも鮮明になろ う。

日本企業 の場合√開発技術力においては欧米企業にくらべて一般に劣って

い ると考えら れてきた。 今日， 日本の代表的製品であ る自 動車,VTR, 電

卓， カメラな どを とってみても，いずれも日本が独自にその製品 のアイディ

アや原理を開発したものではない。 また新しい技術の開発に対す る投資 も一

般に少ないことも指摘されてきた。

「イギリス人が発明したアイデ ィアを アメリカ人が 製品化し， 日本人が売

りまくる」とい うことばが，しばしばいかれる。 このことばをそのまま読め

ば，わが国の場合は「売る力」すなわちマーケテ ィン グカが優 れていること

になる。しかしながら， このような解釈は的を射七い るとぱいいがたい。

では， このことばは間違ってい るのだろうか。 現実の動き，たとえば前記

した自動車,VTR, カメラ などをみれば まさに「日本人が売 りまくってい

る」ことは事実であ る。に もかかわらず日本企業 のマーケテ ィン グカが優れ

ているとはいい きれないのは，なぜであろ うか。 それは次のような理由に よ

るからである。

日本製品が世 界市場で人気があるのは，なに よりも品質・機能におい て欧

米製品との間に大 きな格差があ るからである。し かも価 格は安い。米国東部

や北部は冬期かなり寒い。 冬の厳寒期の早朝，エンジン がスムーズにかかる

車は日本車とボルボである。アメリカ車はエンジン のかか りが悪い。したが

って信用度は低い。 日本車とボルボでは価格は 日本車の方がい くらか安い。

しかも故障は少ない。 日本車に人気が出るのは当然とい うことになるよ低価

格で品質 丿

があるからであ る。競争力規定要㈹でいえば,（ロ）製造技術力が欧 米企業に く

らべて格段に進んでいるから， とい うことにな る。

製品のアイディアや原理を製品化するとい うことは， 単にそれを具体的な

形 のある于ノにつくりあげ ることだけを意味す るのではない。 製品化すると

い うことは,1 個の試作品をつ くる技術力だけでは不十 分であって，必要な

品質水準奇 維持しつつ，かつ低 マストでっ くり続け ることがで きてはじめて

いえ ることであ る。 さらに 今日め市場環境では， 標準化された 製品（同じ仕

様，デザインという意味で）を大量につくる ことは もちろん， 多種多様の製品

を必要な品質水準を維持しつつ，かつ低ロス トでつぐ り続け ることが要求さ
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れてい る。 ト 十

この点は， 日本的経営 の外国研究者たちが日本企業 の強さとし て指摘し て

い るところで もあ る。 また， マーケテ ィン グ研究者たちも同じ ように考えて

い る。品質 ・機能も考慮し た価格の高低は， 現代のマ■.rケティン グ戦略論O

基礎概念であ るPIMS 命 題とつながるからである。同時に，マーケティン グ

研究の分野からは， 日本企業 の強さの要囚としてヤ―ケティン グカがいわれ

ないことも示唆し てい る。

さて， 日本企業 の強さの根源がここにあるとすれば， それは欧米企業に強

く認識されていることで もある。 欧米企業はできるだけ早くそれを移転すべ

く努力する。実際に移転され機能す るよ うになるには時間が必要であり， そ

の可能性を否定する見方もあ るが， 製造技術力における日本企業り優位性を

認め る点では変わらない。八 ずヽ れにし ても， マーゲテ ィン グカではなく製造

技術力が評価されている。

メーカーにとってみれば√製造技術力の向上は長い間の主要テ ーマサであっ

たといっても過言ではない。 どのように品質や機能，あ るいはデザ インに優

れてい る製品をつくることができたとしても√その価格が顧客にとって高い

と感じられてし まえば売れない。つ まり競争力はない。したがって製造技術

力のポイントは，一定水準の品質・機能を もった製品を どれだけ低い コスト

でっ くり続けられるかにあ る。

古典的な例とし て，ヘン リー・フ ォードのことばを思い出せば，このこと

は十分に理解できるだろ＼う。ヘン リー・フ ォード が苦労したのは「い くらに

すれば車が売れるか」であっ5) 。T 型フォード と同様の車をつくる技術はフ

ォード以外にもあったが，それを500 ド ルでつ くれたのはフォードだけであ

った。 この事実がフォード の成功をもたらしたのである。現代の日本企業に

も同じことがいえる。

品質や価格で勝負できるときは，低価格は強大な武器である。 この状態は

顧客が価格以外の側面に関心を向け るようになるか，あるいはメーカー間O

低価格競争が破滅的様相に向 う気配が出 てきたときまで続く。小売の翰 が回

るように。 犬

2-3 日本企業のマーケティングカ
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マ ーケティン グは生産者と消費者との間にあ る物理的距離を埋め，生産時

刻 と消費時刻 との差を埋める。-そのためには製品 が顧客の手に入りやすいよ・・

うな仕組みをつくらねばならない。そのような仕組みづ くりとは，たとえば

卸・小売 といった流通チャネルを構築す ることであり，顧客のニーズや特色

に合った製品を提供することであり， さらにはそ のような製品 の存在を知ら

せそれに関する情報を伝えることである。 すなわち，流通チャネルのカバー。

顧客ニーズへの適応， 情報のコミュニケーションである。

これら の諸点について， 日本企業 のマ ーケテ ィン グカを考え てみよう。

顧客ニーズにきめ細かく適応し てゆくこ とは日本企業 の特徴といわれてい

る。ひとつの組立ラインで多種多様の車を生産し てい る自動車産業は典型的

な例であ る。 この点での日本企業 の水準は きわめて高い といえ るだろう。

しかし流通チ ャネル とコミュニケーシ ョンに関し ては 大きな問題がある。

日本国内での マーケティン グ活動に 限っていえば， 現在の ところ までは

「うまく」やってい ると一般的に考えられてい る。 だから といって， 海外市

場においても「うまく」やってゆけるかどうかは分からない。むしろ， 日本

国内で「りまく」やってい るがゆえに，海外市場で問題 が出てきそ うだから

であ る。

一般的にいえば，企業のマーケテ ィン グ活動の特徴は市場特徴に依存する。

市場特徴へのマッチン グ度が高け れば高いほど， その行動が成功をおさめる

可能性が高くなるからであ る。 日本企業 の流通チ ャネル とコミュニケーショ

ン行動に関し て問題があると考えら れる第1 の理由はこのこと，すなわち日

本企業のマーケテ ィン グ行動は日本市場へのマッチンダ度が高いことである。

第2 の理由は，現在の日本企業の強さの基となってい る製造技術力におけ

る優位性が， 今後低下し てゆくことにある。

まず第1 の理由から考えてみよう。

次節で詳し く検討されるが，わが国で活動している外国企業がほぼ一様に

い うことは， 日本の流通機構の複雑さであ る。ア メリカ・マーケティングの

教科書ともいわれるP&G の 日本市場での苦戦ぶりは， このひとつの実証例

であろう。

もし多 くの外国企業が指摘す るよ うに，わが国の流通機構が欧米にくらべ

て複雑であ るとするなら逆に，それに適合す るチ ャネル行動のパ ターンは欧
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米市場では適合しないだろ う。ちょうど前述のP&G の ケースの 裏返し とい

うようにな る。すくなくとも， チャネル行動に関し ては アメリカ・マーケテ

ィン グと日本市場で成功す るマーケテ ィン グとは同じ ではない， とい うこと

になる。 上

もちろん基本的考え方から細部の運用にかかお るところ まで， すべてを同

じレベルで論じることに無理はある。け れども，同じ システ ムを同じや り方

で実施し てゆく ことは， かなりむずかしいといえ るのでは なかろ うか。 に

の点では「日本的経営」の欧米への移転・導入の際に生じる摩擦と同様に考えること

ができる。）あ るいは表現をかえれば， マーケテ ィング戦略におけ るチャネル

戦略の位置づけが， 日本とアメリカでは同じでない ことを示唆し てい る。

コミュニケーションについても同様のことがいえ る。 とくに広告に関し て

は，言語・文化の違いはそれだけで大きな障害となる。後述す るように，チ

ャネルともかかわって， 日本の広告表現はアメリカと違 って情緒的訴求が
多

いといわれている。

日本企業のマーケテ ィン グが日本市場をベ ースとして展開‥・発 展し，一応

の成果を みたことは，い うまでもなく日本市場の特徴に適応したマーケティ

ン グであったからであ る。品質や機能，あるいは価格といった汎 用的に通用

する側面はよいとし ても，チ ャネルや広告といった側面 での汎用性について

は まだ海外市場で十 分にためされてぱい ない。チャネルや広告にかかお る日

本市場の特徴があ るとすれば， 日本企業 のマーケテ ィン グカは大きな課題を

抱えこんでい ることになる。

チャネルや広告にかかおる日本市場 の特徴については次節で考察するが，

一般にいか れているようないわゆる複雑さだけであ れば，抱えこんでいる問

題はそれほど大きい とはいえない。 外国企業からみて複雑であ るのはむしろ

当り前のことであり，それは「慣れる」ことにより解決してゆ く問題だからT

であ る。「慣れる」ことができる問題には 戦略策定上の 論理構造の 違いを生

みだすほど のものはないからであ る。

第2 の理由について考え よう。

これは前述した競争力を規定する3 つの要因 開発技術力，製造技術力，

マーケティングカの相対的重要度の変化によるものである。 ・‥

日本企賞の強吝の根源が製造技術力にあるとみられることは，すでに述べ
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だ。一方，開発技術力は欧米企業にくらべて劣っているとい うことも，われ

われは認めることができよう。このように考え ると,し競争力は三要因の総合

力ではなく最低レベルで規定されるから， 日本企業の競争力は最低であると

ころ の開発技術力のレベルにあ るはずだとい うことにな る。 にもかかわらず

製造技術力のレベルにあるのはなぜであろ うか。

それは，多 くの発見・発明・アイデ ィアがラ イセン ス供与，公開といった

形でわが国の企業に移転されているからである。つまり開発技術力で本来つ

くはずの差が， 移転によって埋められているのである。

今後の展開とし ては，すでにいくつかは現実のものとなっているように，

開発技術力の日本への移転は減少してゆ き，次第に本来の差が現われてくる

だろ う。だからこそ今，多 くの日本企業で基礎研究開発 の必要性がさけばれ

ている。と同時に， マーケテ ィングカが競争力の中で占め る相対的重要性は

増すことになる。そのときには，製造技術力に基礎をおく価格や品質以外の

チ ャネルや広告 ・コミュニケーションがカギとなる。

こ0 点については， これまでの考察からだけでなぐ， 日米欧経営者への調6)

からも裏付けることができる。この調査に よれば， 現時点でもっとも重視

す る経営戦略の 課題として 欧米経営者は 「コスト 削減」を√ 日本経営者は

「マーケティン グカの拡大強化」をあげてい る。 弱点を 強化する ことが経営

戦略の鉄則とすれば， 日米欧の経営者は 自から弱点を認識し，その克服を課

題 としてい るのであろう。

ここでも， 日本企業にとって今後マーケテ ィソ ダカの強化， とりわけチ ャ

ネル，広告・コミュニケーション戦略の強化に取り組 室なけ ればならないこ

とが理解される。

3. 在日外国企業からみた日本市場の特色3-1

日本における困難な問題とユニークな問題

在日外国企業が日本市場で直面している様々な問題は，困難なものと日本

市場のみ(P)ユニークな：ものとに分けて整理することができる。‥‥‥‥ ‥

複数の市場で活動する多国籍企業にとっては， どの市場においても困難な

問題を抱えているだろうが，それらの中でも特定り市場でのみみられるユニ

ークなものがあろう。そのユニークさの程度が高ければ高いほど，対処のし
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かたは標準化されにくい。 し

日本市場にのみみられるユニークな問題があれば，すなわちそれは海外市

場には存在しない問題であり，その解決策に関するノウハウは海外での活動

に関する限りノウハウにはなりえない。また，いかに困難な問題であっても

世界市場に共通のものであれば，その解決策に関するノウハウは競争上の武

器として活用できる。7
）

ハロウェー・長島の調査によれば，難かしさの程度が高く，かつユニーク

さの高いものとして意志決定，変更の困難さ，流通機構，人材募集，法規制

の5 つがあげられている。（第1図参照）

第1 図 日本特有の難しい問題

難 し さ（度 数）
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製品開発

広 告

生 産 性

品質管理

調査・開発

資金繰り

予算組み

出所:「日経広告研究所報」85号,p.26.

意思決定とは察議とコンセンサスとによって行なわれる意志決定プロセス

のことである。変更の困難さとは，「日本人は一つの文化にはまり込んでい
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て，変更するとい うことがなかなか出来ず，そのため新しい事柄も受け入れ

に くいのが問題。（中略）更に言語の違いもあり，（中略）こういった状況でぱ。8
）

一度決った事を変更す ることは難かしい。」 とい う事情をさす。 人材募集と

は，新卒者の採用及び他企業から の引 き抜きをさし ている。 法規制について

は多くの人が指摘し ているこ とでもあ り， 説明の必要はなかろ う。

流通機構については本稿で もすでに若干ぶれだが， 日本市場の難しさの代

表 として有名であ る。やロウェー・長島は この流通機構について，興味深い

指摘をしている。

（流通機構は小売業 よりむしろ生産者に支配される傾向があ り，媒 介者は。9)

狭 くて専門的な機能しか持っていない。」 と述べた うえで 「我 々は ここで，

日本の複雑な流通機構に悩まされているのは，外国企業だけではないとい う

事実を，しっかり心に留めてお く必要 がある。新製品を販売したい と考え て

い る日本の中小企業の人 々も， またこの流通機構になかなか入っていけ ない10
）

のである。」 と指摘し ている。

この指摘は， 日本の流通機構 が単に複雑であ るばかりではなく， そこへの

新規参入はもとより新たに流通機構を利用することも困難なことを述べてい

る。わが国の流通機構は，すでにその中で根をおろしているいわば「既成勢

力」によって支配されてお り， それへの参入・参加は 日本企業であろ うと外

国企業であろ うとむずかしい， とい うのである。しかもその「既成勢力」は

生産者， すなわち メーカ ーが支配的である， ともい う。

戦後の高度成長 期を経てビッグビジネスどなったわが国の消費財メーカー

のチ ャネル行動を考えれば，流通の系列化を典型とし て， マーケテ ィン グ・

チ ャネル・システム化が進められたことは事実であ る。そし てシ ステ ム化に

成功した企業はV ーダー企業であ り，失敗したり後れを とった企業はフ ォロ

ワー企業であることも事実であ る。

これらよく知られてい る事実と在日外国企業のマネジ ャーの見方は一致し

ている， と考え てよい と思われる。

この点は， 広告 との関連でみるとききわめて興味深い。 なぜなら，単純化

し ていえば， 新製品を もって市場に参入し ようとする新規企業や後発企業に

とってはノプッシュ戦略を採用す ることはむずかし く，プル戦略を主体におか

ざ るをえない状況をつ くり出し ているからである。プッシ ュ戦略をとるため
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には自分でチャネルを構築しなければならない。ちょうどコカ ーコーラが自

販機を大量に設置したようにである。

さて, リーダー企業をはじめとして日本市場で成果をあげている企業は流

通機構の中では「既成勢力」である。したがって， それらの広告戦略には

「既成勢力」であることが反映しているはずである。いうまでもなく海外市

場においては「既成勢力」ではない。ここが，日本企業の海外市場での広告

戦略展開における問題点である。

3-2 広告でのユニークさ

在日外国企業は広告に関して・，何をユニークなものと感じているだろう か。

基本的には，広告についてのユニークさは低いと判断している。しかし，い

くつかの指摘は重要なものと思われる。

第1 は広告代理店の役割についてである。広告主が自社内に大規模な広告

部門を持っていることもあって，代理店はメディアプブローカーとしての役

割を果たしている場合が多い。第2 は一流広告代理店によるテレビのゴール11)

デソ ，アワーや新聞広告スペースの支配である。

広告代理店の機能に関する上記2 点については，今日でも議論が分かれる

ところである。とくに，一流広告代理店によるテレビのゴールデン・アワー

や新聞広告スペースの支配に関しては，広告研究者はどちらかといえば否定

的であるといってよいだろう。

けれども，第1 の点に匿しては，大手広告主が代理店に対し てより高い質

のマーケティング・サービス,を期待していることは周知のことでもあり√ハl=l

ウエ'―■・長島の指摘は正しいと考えられる。また，近年大手広告主がハウ

ス ■エージェンシーを設立し，既存代理店にはメディア・スペースの購入の

みを期待するヶ－スが多くみられる。このようなことも, ノヘロウこXこー・長島

の第1 の指摘を支持する。

メディア・ブa ーカー的な広告代理店が，すべてではないにしても多いと

いうことは，広告戦略の策定に大きな影響を与える。広告の専門家七あるべ

き代理店の力をアテにはしにくいよ ということを意味するからである。より

マーケティング的なことばを用いればレ プル戦略の採用にあたって大きな障

害があるということである。とくにレ クv エイティビテ ィの要求されるこの
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面 で，多くの外部の知恵を活用しにくいという状況は， 日本企業 の広告を平

面的なものにしがち とい う効果をもたらす。

日本の広告は 情緒的表現が多いとい うこともよくいかれてい る。 ハロウェ

ー・長島も， 日本の広告は論理的でなく， 日本人は ムードのある広告を好む12)

と指摘してい るが， その理由のひとつには広告代理店の機 能が限定されてい

ることもあろ う。 広告「代理店」とい う用語自体がなに よりも，わが国の前

述したような事情を雄弁に もの語っている。（もっとも最近は「代理店」という

ことばではなく，「広告会社」が多く使われるようになってきているが）

4. 日本企業の広告戦略における特色

在日外国企業のマネジャーは, 欧米の広告の方が日本の広告より優れてい13)

ると考えている，とダロウェー・長島は指摘する。一般にアメリカの広告表

現は他社製品との比較をストレートにし，具体的に因果関係を説明するもの14
）

が多いといわれる。したがって日本の広告表現のように情緒的で感性に訴え

るものが多いのと比較して，どちらが優れているかという判断はむずかしい。

論理性と情緒性のどちらを評価するかは，そり基準のモノサシがことなるか

らである。しかしながら，広告のされる市場で，どちらがより好まれ評価さ

れるかとい うように考えた場合，問題は明らかであろう。

これまでの考察で，日本企業の広告戦略の特色はかなりはっきりとしてき

た。

前節で述べたように， 日本企業（とりわけマーヶツト・リーダー的企業）のマ

ーケティング行動は4P を並列的におく考え方をとっては こなかった。流通

機構での既成勢力であるという武器を最大限に活用してきた。その結果，チ

ャネルと広告では優先順位ないし相対的重要度において同じに扱われてはこ

なかったりである。否，広告はむしろ軽視されてきたとさえ考えられる。

メーカーが広告に何を期待するかはさまざまであるが，これまでの議論か

らひとつの見方を導くとすれば次のようになろう。

ド マーケティソダ・チャネル・システム内部のむすびつきを 強めるため情

報の共有化を図る。」 ・・

この点について日本生産匝本部経営アカデミー・マーケティングコースの

グループが実施した調査によれば，メーカーの広告が情報の共有化を図る目
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）
的で活用されているとは判断できないとしている。

この調査の対象となったメーカーは，一般にはマーケティングカの優れて

いるといわれる企業であった。にもかかわらず，システム維持に広告が十分

に活用されているとはいえないのはなぜか。

広告以外の手段が有効に使用されているからだとい うこともあろう。しか

しいずれにしても√流通機構に根をおろしているので広告の比重が相対的に

軽くなっている，ということはいえよう。言葉をかえれば，広告を軽視して

いてもチャネルのカバーがそれを補っていた，とも表現できる。 メーカーの

人間であっても一般に，広告セクションに居ない製品担当者は広告への評価

を低く感じているとい うこと乱 このような見方を導く。

われわれはこうして， 日本企業の広告戦略の特色を次のように考えること

ができる。すなわち，日本企業の広告は，広告代理店の機能が限定されてい

ること，メーカーの流通機構支配， 日本人のムード好み等と相まって競争手

段のキーファクターとしての役割を担っては,こなかった，というものである。

わが国の広告表現が感性訴求型であると多くの人が経験的に感じているこ

とや広告費の変動が大きいこと等は，日本の広告には前記の特色があるとい

う仮説で説明される。

5. 海外での広告戦略の課題5-1

国際化における課題

国際化というたとき，海外市場だけを意味するのではないことはいうまで

もない。国際化には2 つの意味が含まれる。ひとつは海外市場に進出してゆ

くという意味での国際化であり，もうひとつは外国企業が日本市場に参入しT

てくるという意味での国際化である。

現実に即して考えれば，日本市場であろうと海外市場であろうと主たるラ

イバル企業は，多くの場合同じである。このことは，競争戦略の策定という

観点からは世界市場としてとらえることを要請する。しかし世界市場はホモ

ジュアスではないから，マーケティング行動としては個々の市場ごとに違い

が出てくる。このため，日本市場と海外市場とに分けて考えることが必要で

ある。5-1-1

日本市場の国際化における課題
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今後より多 くの外国企業 ・製品 が日本市場に参入することになろ うが，そ

のとき， 日本企業の広告戦略には どの ような課題が生じ てくるだろ うか。

外国企業が日本市場で活躍し，成果をあげ，やがて一 定の地位をきず くた

めには流通機構の壁を乗 り越え ることが必要である。この困難でユニークな

問題を解決するとい うことは， ことばを換えれば既成勢 力の競争手段を無力

化してゆくことであ る。

わが国の流通機構の壁を乗り越え るには，むろん既成勢力との提携，流通

機構への参入，あるいは メーカー以外の既成勢力との連携等の方法があ るが，

それ以外にもチ ャネル 自体 の変革に よって流通機構の秩 序が変わ ることでも

達成され うる。

いずれにしても流通機構 の障壁が低 くなったとき，わが国の広告には大 き

な影響を与えずにぱおかない。 広告を競争のキーフ ァクターとして機能させ

ることが求められるからであ る。

すでに述べたように， この点に関して， 日本企業は外国企業に くらべて強

い ノウハウを持ってはいない。 も七 あるとしたら，それは日本人 のいわゆる

国民性とい うことになろ う。しかし，人 ・モ ノ・情報 の往来は文化 の国際化

を促進させるから，国家間の違いよりも因家内の違いの方がむしろ大 きい と

い う現象がみられよう。 この点は すでに，われわれも現実のものとし て観察

していることでもある。

日本市場においても，チ ャネル 支配を前提とし た広告 戦略を とり続けるこ

とはできなくな る。したがって，競争戦略 の再構成やマ ーケテ ィン グ行動の

変更が課題とな る。5-1-2

海外進出 の国際化におけ る課題

海外進出による国際化 の方法は，基本的に二通りある。(イ)現地化と㈲標準

化による適応であ る。(

イ) 現地化とは，現地 の制度ややり方をそのままとり入れてゆく方法であ

る。「郷に入っては郷に従え」方式ともいえ る。

回 標準化に よる適応とは，本国でのマーケティン グ戦略 の原則は変えず

に現地の特性に合わせて調整・適応し てゆこ うとするものである。

現地の特色にもっとも良 く適応す るのは，もちろん(イ)現地化方式である。

しかし現地化方式は，本国 と現地との文化や制度のギャップが大きけ れば大
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きいほど本国とは違った戦略・システムを採用しなければならない。広告に

おいては，とくにこめ点が従来から強調されてきた。

さらに現地化方式には，より一層の国際化進展が不可避であるという状況

を考えるときいくつかの問題がある。

第1 は，文化や制度の違う国への広告機会がますます増えてゆくことにあ

る。このことはその都度，全体的な戦略策定作業を要請する。一回ごとに新

たな作業プロセスが必要ということになれば，結果的には経済性が生まれて

とない。またノウハウの蓄積にもづたがらない。 。。

第2 は，前項でも述べたが，文化や制度の国際化が情報伝達手段の普及・

革新によってより進むと考えられることである。このことは，戦略策定のみ

ならず個別的行動の汎用化の可能性を示唆する。

主としてこの二点から，広告戦略の策定・展開の原則を標準化することO

意義が認められる。標準化はなによりもコストの低減化をもたらし，効率化

に資する。そしてPIMS 命題に適合するのである。

5-2 今後の方向性 犬 ＼

海外に進出している日本企業でも，広告戦略の標準化を明確に意識してい

るヶ－スはほ とんどない。 とくに，表現に関し てはなおさらである。

しかし海外 の企業に目を向けてみると，事情は変わってくる。

多国籍企業 といわれるビ タグビジネスのいくつかはす でに，広告戦略の標

準化を実施し ている。広告表現においても同一 のコン セプ トをい くつかの国

で用いてい るケースもある。 それらのうち，もっとも有名な のは コカ・コー

ラであろ う。 コカ・コ―ラは標準化することに より大 幅な コストの低減化に

成功し たといわれる。 …… ，

また ヨーロッパにおいても「パソ・ユーロピアソ・アプロ―チ」とでもよ16
）

ぶべき広告がみられるようになり，成功しているとい う。 これは，商品選択

の基準が国に よってかなり違 うといわれるヨーロッパで， イラストレ ーショ

ンを同一にし コピー言語だけをその国のことばで表現した広告であ る。P&G17)

は この方法に より,50% のコスト削減に成功したとい ‰

日本企業に とっては，広告・コミュニケーション戦略をこれまでのチ ャネ

ル支配を前提としたものから， より競争のキーファクターとして競争戦略に
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組 み入れてゆくことが必要である。競争のキーフアクターとし てとらえれば，

コスト低減につながる広告・コミュニケーシa ン戦略 の標準化を志向するこ

とも同時に求められる。

日本企業 の海外広告戦略の展開のためには， この二点 が重要 な課題として

指摘できる
○ ・(

本研究は古田秀雄記念事業財団の研究助成を受けたものである。)
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